
中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しの当初案整理表（案） 

法人名 独立行政法人北方領土問題対策協会 府省名 内閣府 

沿 革 昭和 31.11 財団法人南方同胞援護会 

昭和 32.9  特殊法人南方同胞援護会 

昭和 36.12 特殊法人北方協会           

 

役員数 職員数（実員） 

法定数 常勤（実員） 非常勤（実員） 

役員数（監事を除く。）及び職員数

（平成18年１月１日現在） 

７人 ２人 ５人 １９人  

年  度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度（要求） 

一般会計 ８６１ ８５５ ９３０  

特別会計 ― ― ― ― 

計 ８６１ ８５５ ９３０  

 うち運営費交付金 ６６０ ６５８ ６５４  

 うち施設整備費等補助

金 

― ― ― ― 

国からの財

政支出額の

推移（16～

19 年度） 

 

 

（単位：百万円） 

 うちその他の補助金等 ２０１ １９７ ２７６  

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度（要求） 支出予算額の推移（16～19 年度） 

（単位：百万円） ９５３ ９３８ １,０１７  

平成 16 年度 平成 17 年度 利益剰余金（又は繰越欠損金）の

推移（16・17 年度） ７３６ ７４１ 

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度（見込み） 平成 19 年度（見込み） 行政サービス実施コストの推移

（16～19 年度）   (単位：百万円) ８２２ 

 

８２８ ８９７  

見直しに伴う行政サービス実施コ

ストの改善内容及び改善見込み額 

① 需要の減少している資金について次期中期目標期間中の廃止：△○○円 

② 融資条件等の変更：△○○円 

中期目標の達成状況（業務運営の

効率化に関する事項等）(平成 17

年度実績) 

中期計画最終年度（平成 19 年度）の一般管理費（人件費除く）を平成 14 年度に比して 13％削減することとしてお

り、これについては順調に達成できる見込みである。また、業務経費についても毎年度 1％の削減を図るとしている

が、これについても達成している。その他、生活資金、更生資金におけるリスク管理債権を前年度比 10％削減する等

の定量的評価を行っているが、数値目標が設定されているものについては全て目標を達成しているところである。 

昭和 44.10  

特殊法人北方領土問題対策協会 

平成 15.10  

独立行政法人北方領土問題対策協会 



事務及び事業の見直しに係る当初案 

法人名 独立行政法人北方領土問題対策協会 府省名 内閣府 

事務及び事業名 北方領土に関する諸問題についての広報啓発・調査研究、元島民等への援護業務 

事務及び事業の概要  北方領土に関する諸問題についての国民世論の啓発並びに調査及び研究を行うとともに、北方地域に生活

の本拠を有していた者に対し援護を行う。 

北方地域に関する特殊な事情及びこれに起因する北方地域旧漁業権者等の置かれている特殊な地位にか

んがみ、これらの者の営む事業及びその生活に必要な資金を低利で融通する。 

 

事務及び事業の改廃に係る具体

的措置（又は見直しの方向性） 

 

行政サービス実施コストに与え

る影響（改善に資する事項） 

 

① 融資事業において、需要の減少している資金について次期中期目標期間中の廃止を検討する 

② 融資事業において、リスク管理債権の削減を図るよう融資条件等を変更する 

 

① 需要の減少している資金について次期中期目標期間中の廃止：△○○円 

② 融資条件等の変更：△○○円 

 

事務及び事業について上記措置

を講ずる理由 

 

① 融資事業のなかには貸付件数が低迷している資金があり、これについては廃止するとともに、資金の分

類については事業安定、生活安定、修学、住宅の４つに統合する。（指摘事項第二部３（１）②、見直し

方針別紙３（２）①） 

 

（貸付件数の推移） 

 平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 

事業資金 

（個人向け） 

１２１ １００ １０６ ８９ １０７ 

 

事業資金 

（法人向け） 

２ ４ ２ ４ ２ 

生活更生資金 ６０ ７５ ５５ ５８ ４４ 

修学資金 ８１ ８３ ８６ ９６ １０９ 

住宅新築資金 ３６ ２７ ２５ ２５ ２０ 

住宅改良資金 １７ １０ ３１ ２１ １４ 

    



なお、当該融資事業は元島民等に国庫から交付された基金を原資として法律に基づき実施しているもの

であり、融資事業開始の経緯等に鑑みて、北方領土問題解決の時までは北方領土問題対策協会において実

施が継続される必要がある。 

 

② 融資事業において、リスク管理債権について減少は続けられているものの、破綻先債権額が増加してい

ることや事業の性質からリスク管理債権比率が高い資金があることを踏まえ、融資条件を見直す等各種

の対策を講じることとする（指摘事項第二部３（１）③、見直し方針別紙３（２）②④） 

 

［融資等業務のデータ］（金額の単位：百万円） 

（１）事業資金貸付 

 貸付件数 貸付金額 

 

年度末件数 年度末残高 リスク管理

債権額 

リスク管理

債権率 

引当金額 

16 年度 ９３ ７００ ２３３ １，２６７   １０ ０．８２％ １３ 

17 年度 １０９ ４６８ ２１８ １，２５５ １１ ０．８７％ １６ 

18 年度 

（見込み）
１０７ ６００ － － － － － 

19 年度 

（見込み）
１１０ ６３３ － － － － － 

 

（２）生活資金貸付 

 貸付件数 貸付金額 

 

年度末件数 年度末残高 リスク管理

債権額 

リスク管理

債権率 

引当金額 

16 年度 ２００ ６１０ ２，２４６ ４，４２０ １３２ ２．９９％ １２６ 

17 年度 １８７ ４６４ ２，１８５ ４，４０１ １１５ ２．６２％ １１６ 

18 年度 

（見込み）
２２２ ６００ － － － － － 

19 年度 

（見込み）
２２９ ５６７ － － － － － 

 
事務及び事業に係る 19 年度予算

要求額 

 

国からの財政支出額 

(対 18 年度当初予算増減額) 

○○億円 

（△▼億円） 

支出予算額 

(対 18 年度当初予算増減額) 

 

○○億円 

（△▼億円） 



組織形態の見直しに係る当初案 

法人名 独立行政法人北方領土問題対策協会 府省名 内閣府 

組織形態に関する見直しに係る

具体的措置（又は見直しの方向

性） 

① 総人件費改革の一環として人員 2名（9.5％）を削減し、組織、経理、財務の在り方の整理を検討 

② 人件費を除く一般管理費の縮減の検討 

 

組織形態について上記措置を講

ずる理由 

 

① 総人件費改革の一環として人員 2名を削減することとされており、小規模な組織の中で事務所、勘定

が２つに分かれていることから組織、経理等が複雑化しているため、組織等について整理を図ること

とする。（指摘事項３（２）①イ（ⅰ）、見直し方針２（２）①） 

 

② 人件費を除く一般管理費の縮減を図る。（指摘事項３（２）①イ（ⅰ）、見直し方針２（２）①、（３）

②） 

 

 

 

 

 

 

 

 



随意契約の見直し 

法人名 独立行政法人北方領土問題対策協会 府省名 内閣府 

随意契約について講ずる具体的

措置 

 

 

 北対協においては『独立行政法人北方領土問題対策協会契約事務取扱細則』の中で随意契約を行うこと

が出来る場合等について国の規則に準じた基準を設けており今後とも同細則に基づき、一般競争入札を徹

底することとする。 

 現在随意契約を行っているものについて一般競争入札の適用が可能か否かを検証しつつ、一般競争入札

が可能なものについてはこれを適用することとしたい。 

 

 


